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第１章　総　　則

　第１節　一般事項

　　１．工事概要

　　　　本工事は、上田配水池築造工事に伴う電気計装設備工事である。請負者は、定められた期間内に各種設備の設計・製造運搬・据付・試験調整を行うものとする。

　　２．適用

　　　　本工事の請負者は監督職員の指示を受け、本仕様書・設計書・設計図・その他関

　　　係法規に準拠して施工しなければならない。

　　３．疑義の解釈

　　　　請負者は仕様書・設計書に関して疑義が生じた場合は、監督職員の指示に従うも
のとし、仕様書・設計書及び図面に明記されていない事項であっても工事上当然

　　　必要な事項は、請負者の負担に於いてこれを施工すること。

　　４．軽微な変更

　　　　本工事施工中に構造物・機械設備等の関係で起こる軽微な変更は、監督職員の承

　　　諾を得て変更することが出来る。
　　５．法令・条例等の適用

　　　　請負者は仕様書に記載した事項の他下記の関係法令・規格に従い、誠実に完全な
施工を行うこと。
　　　　１）電気事業法

　　　　２）建築基準法

　　　　３）消防法及び条例

　　　　４）労働安全衛生法

　　　　５）水道法

　　　　６）電気設備に関する技術基準を定める省令

　　　　７）日本工業規格　　　　　　　　　　(JIS)

　　　　８）日本水道協会規格　　　　　　　　(JWWA)

　　　　９）電気規格調査会標準規格　　　　　(JEC)

　　　１０）日本電機工業会標準規格　　　　　(JEM)

　　　１１）日本電線工業会規格　　　　　　　(JCS)

　　　１２）日本照明器具工業会規格　　　　　(JIL)

　　　１３）日本電力ケーブル付属品工業会　　(JCAA)

　　　１４）内線規程

　　　１５）公共建築工事標準仕様書等
　　　１６）電気供給会社の定める関連規程

　　　１７）電力会社供給約款

　　　１８）その他関連法令・省令・条令及び規格

６．施工場所及び工期
　　　　本工事の施工場所及び工期は、下記の通りである。
　　　　１）施工場所
　　　　　　新潟県　南魚沼市蟹沢新田　地内
　　　　２）工期
　　　　　　契約日より270日以内
７．諸官庁及び関係各所への手続き

請負者は関係諸官庁及び関係各所に対する一切の手続を行うと共に、常に密接な連絡を保ち設備使用開始に支障のないようにしなければならない。これに必要な経費は請負者の負担とする。

８．主任技術者

請負者は本工事契約後、速やかに主任技術者及び現場代理人を定めて届けなければならない。

９．機械器具及び工事用材料の管理

工事に使用する各種材料及び機械器具は、工程表に従い工事の進捗に支障のないよう手配すると共に、品質及び保管管理等は請負者の責任に於いて行うものとする。

工事現場が隣接する場合、又は同一場所に於いて施工する別途工事のある場合は、常に相互に協調して支障をきたさないように処置しなければならない。

１０．用地の使用

無償貸与以外の民有地などを利用する場合は、すべて請負者の負担と責任に於いて行うものとする。

１１．提出書類

本工事について請負者は、次の工事関係書を提出すること。これらに要する費用は請負者の負担とする。

なお、承認図により承認を受けた後でなければ、製作に着手してはならない。契約後速やかに担当技術者を派遣し、本仕様書及び図面に基づいて設計・製作に関し詳細なる打合せを行うこと。

打合せに基づき承認図を３部作成し、提出すること。

１）工事着手時

(1)着手届　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　　　　　(2)現場代理人・主任技術者届　　　　　　　　　１部
　　　　　(3)工程表　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部

　　　　　(4)工事カルテ　　　　　　　　　　　　　　　　１部

　　　　２）工事中の書類

　　　　　(1)緊急連絡先通知書　　　　　　　　　　　　　１部

　　　　　(2)下請負者承認申請書　　　　　　　　　　　　１部

　　　　　(3)施工計画書　　　　　　　　　　　　　　　　１部

　　　　　(4)実施工程表　　　　　　　　　　　　　　　　１部

　　　　　(5)作業資格免状等の写し　　　　　　　　　　　１部

　　　　　(6)工事打合簿　　　　　　　　　　　　　　　　都度２部

　　　　　(7)段階確認書　　　　　　　　　　　　　　　　都度２部

　　　　　(8)使用材料確認立会書　　　　　　　　　　　　２部

　　　　　(9)機器製作図の承認申請書　　　　　　　　　　３部

　　　　　(10)施工図の承認申請書　　　　　　　　　　　 ３部

(11)決 定 図　　　　　　　　　　　　　　　　 ３部

承認図返却後30日以内

　　　　　(12)その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　その都度決定

　　　　３）完成時の書類

　　　　　(1)工事履行届　　　　　　　　　　　　　　　　１部

　　　　　(2)工事完成図書　　　　　　　　　　　　　　　３部

　　　　　　　(ｲ)維持管理に必要な操作説明書
(ﾛ)各種機器試験成績表
　　　　　　　(ﾊ)各種機器取扱説明書
(ﾆ)全設備完成図（竣工図）
（紙ベース及び監督員が指定する電子データ）
　　　　　　　(ﾎ)各回路の絶縁抵抗成績表
        　　　(ﾍ)その他、監督員が指定するもの
　　　　　(3)工事記録写真帳　　　　　　　　　　　　　　

(ｲ)紙ベース写真帳　　　　　　　　　　　　　　１部

　　　　　　　(ﾛ)ＣＤ等電子記憶媒体　　　　　　　　　　　　１部　

　　　　　　　　工事の流れが分かるようにすること。以下のものを含む。
　　　　　　　　(a)使用資材
　　　　　　　  (b)現場掲示物掲示状況
　　　　　　　  (c)低騒音機器使用状況
　　　　　　　  (d)産業廃棄物運搬状況
　　　　　　　  (e)その他、工事に関するもの
(4)安全管理書類等　　　　　　　　　　　　　１部（提示）
　　　　　　　(ｲ)安全訓練等の実施記録
　　　　　　　(ﾛ)入所届・作業員名簿兼入所教育記録
　　　　　　　(ﾊ)安全ミーティング・危険予知活動日報
　　　　　　　(ﾆ)産業廃棄物処理表
　　　　　　　(ﾎ)作業資格免状等の写し
　　　　　　　(ﾍ)その他、安全に関する書類 
　　　　　(5)その他、監督職員が指定するもの　　　　　　　　　その都度決定

１２．資料の貸与
請負者に対し、本工事に必要な関係資料を貸与するものとする。請負者が貸与資料を必要とする時には、監督職員に申し出て指示を受けるものとする。
　　　又、貸与した資料については丁重に扱い、工事完了後速やかに監督職員に返却すること。
１３．身分証明書の携行
　請負者は現場に於いて作業従事者に対し、名札等の身分が証明出来るものを必ず着用させ、作業資格免状等も必ず携行させること。

１４．安全・衛生教育

請負者は作業従事者に対し、安全教育及び衛生教育を徹底させること。

１５．試験及び検査

本工事に於ける試験及び検査に要する費用は、請負者の負担とし下記を行わなけれ
ばならない。但し、監督職員の派遣費は除く。
１）製品（工場）検査
２）現場試験
１６．機器の機能保持

請負者は工事完了の際、総合試運転開始までの機器の機能保持に必要な措置を講じなければならない。

１７．総合試運転

総合試運転が含まれている工事では、請負者は監督職員の指示する期間に関連施工業者と連絡を密にとり、総合試運転に協力する義務を負うものとする。

次に揚げる事項について実施すること

　　　　１）実施内容

　　　　　(1)設備及び機器の連係運転による機能の確認及び調整。

　　　　　(2)維持管理職員に対する運転操作・保守点検方法等の基礎的指導。

　　　　　(3)その他、監督職員の指示による。

　　　　２）実施方法

　　　　　(1)請負者は、総合試運転開始前までに各設備機器の機能調整・単体試験・組み

　　　　　　 合わせ試験等が完了した後、総合試運転を実施すること。

　　　　　(2)総合試運転期間中に発生した故障・不良箇所などはすべて請負者の責任で

　　　　　　 修復すること。

第２章　一般仕様

第１節　共通事項

１．受電及び配電方法

受電方式・受電電圧・周波数及び配電方式は、図面又は特記仕様に示す通りとする。

２．単位

基本単位・誘導単位及び補助計量単位は計量法によることを標準とする。

３．付属品

１）各機器の付属品は、本仕様書に記載されているものの他、運転上及び保守上
当然具備すべきものはすべて付属とすること。

２）予備品は長期間の保存に適する様に厳重に包装し、付属品リストには内容品の種類及び数量を注記する他、保管上の注意事項を明記すること。

３）仕様書に記載していないものであっても１ヶ年以内に消耗すると思われるものは、原則として１ヶ年分を付属すること。但し、照明用電球・管球類は本仕様書記載の数量とする。

４．荷造り及び輸送

荷造りは防湿を完全に行い、輸送上必要な注意事項を明記し、適切なる転倒防止の方法を講ずる等堅固に行い、輸送中に損傷のないよう十分注意すること。

５．塗装

１）盤の塗装はメラミン樹脂の半つや仕上げとする。但し、高圧受電盤・直流電源装置・無停電電源装置及び環境条件の悪い場所に設置する盤の塗装は、盤内外共ポリウレタン樹脂又はエポキシ樹脂の全つや仕上げとする。

２）１）項により難い場合は同等以上のもので、耐蝕にすぐれた塗装等を使用すること。

３）フレーム・その他の鉄部分は、ボンデライズ・パーカーライズ等十分な下地処理を行った上、下塗り１回・仕上塗り１回を施すこと。

但し、焼付塗装以外の方法による場合は、外面に露出する部分には上記仕上塗を２回とし、内１回は現地組立据付後行うことが出来る。

塗料は、耐湿・耐酸性にすぐれたものを使用し、長期の使用に耐えられること。

４）塗装色は特に指定するものの他は下記を基準とする。

（JEM-1135,JEM-1425準拠）

屋内機器外面　　　　　　　　5Y7/1

屋外機器外面　　　　　　　　5Y7/1

配電盤内面　　　　　　　　　5Y7/1

尚、工業用計器の塗装色は特記仕様に定める他、打合せによる。

６．使用状態

１）標高

1,000ｍ以下

２）周囲温度

最高40℃以下

３）特殊条件

機器を下記の１つ以上の条件で使用する場合は、図面又は特記仕様に明記す
る。なお、機器の製作に当たって状態を十分調査し適切に対応するものとする。

(1)特に湿潤な箇所又は過度の水蒸気のある場所

(2)爆発性・腐食性ガスのある場所又は同種のガス襲来の恐れのある場所

(3)過度の塵埃がある場所

(4)塩害を受ける場所

　　　　　  (5)異常な振動又は衝撃を受ける場所

　　　　　  (6)寒冷地及び豪雪地

　　　　　  (7)その他、特殊の条件の下に使用する場所
第２節　低圧配電盤

　　１．準拠規格

　　　　JEM-1265に準ずる。

　　２．構　　造

　　　　１）保護構造

　　　　　　図面又は特記仕様による。

　　　　２）低圧閉鎖配電盤

　　　　　　図面又は特記仕様による他、配線用遮断器(MCCB)盤はC形以上とし、固定

　　　　　取付形とする。又、配線用遮断器は、盤内に中板を設けて取付ける。

　　　　３）盤の前面及び背面は、扉式を原則とする。なお、扉は共通キーによって施錠
出来ること。

　　　　４）盤に通気孔を設けた場合、吸込み側はフィルタ付とし、そのフィルタは清掃

　　　　　が容易に出来る構造とする。なお、吹出し側についても出来るだけ塵埃の侵入

　　　　　しない構造とする。

　　　　５）扉を開いた状態で主要な充電部に直接触れる恐れのない構造とする。

　　　　６）表示灯類はLEDランプとする。

　　　　７）盤の表面に出る主名称板は合成樹脂製とし、その取付は原則としてSUS製

　　　　　ビス止めとする。

　　　　８）盤内には、盤内照明灯を付けること。ただし、特殊な構造で監督職員の承認

　　　　　を得たものは、この限りではない。

　　　　９）盤内機器取付は、操作・保守・点検に便利な合理的配置とする。

　　　　１０）盤の上部つり金具は、原則として据付け後に取外してボルト穴はふさぐも
　　　　　のとする。なお、取外した吊り金具は、必要に応じて納入すること。

　　　　１１）盤内には、点検用にAC100Vコンセントを設けること。

　　　　１２）ケーブル引込穴カバーは、難燃性の板とし、十分な強度をもつ厚さのもの
　　　　　とする。

　　　　１３）盤板厚は以下の通りとする。

	構　成　部
	鋼板の厚さ（mm）

	側　面　板
	2.3　以上

	底　　　板
	1.6　以上

	屋　根　板
	2.3　以上

	天　井　板
	1.6　以上

	仕　切　板
	1.6　以上

	扉
	2.3　以上


　　３．定　　格

　　　　定格電圧　　　　　　　　　　　　図面又は特記仕様による。

　　　　定格電流　　　　　　　　　　　　図面又は特記仕様による。

　　　　定格短時間電流　　　　　　　　　図面又は特記仕様による。

　　４．制御電源

　　　　操作回路　　　　　　　　　　　　AC100V又はDC24V

　　　　制御回路　　　　　　　　　　　　AC100V又はDC24V

　　　　信号ﾗﾝﾌﾟ回路　　　　　　　　　　AC100V又はDC24V

　　　　警報回路　　　　　　　　　　　　AC100V又はDC24V

　　５．制御方式

　　　　図面又は特記仕様による。

　　６．数量及び取付機器詳細

　　　　図面又は特記仕様による。

　　７．付属装置及び付属品

　　　　１）チャンネルベース　　　　　　１式

　　　　２）基礎ボルト　　　　　　　　　１式

　　　　３）吊りボルト　　　　　　　　　１式

　　　　４）標準付属品　　　　　　　　　１式

　　　　　（１）ランプ（LED）　　　　 　各種１個

　　　　　（２）ヒューズ　　　　　　　　取付数の100％

　　　　　（３）その他　　　　　　　　　１式
第３節　電気機器
１．配線用遮断器
　　１）準拠規格


        JIS C 8201-2-1

　　２）フレーム値


　　　　図面又は特記仕様による

３）遮断容量


        当該回路に必要な容量

４）付加機能


        警報接点付（必要な場合）







補助接点付（必要な場合）






端子カバー付
　　５）その他



過負荷電流に対しては必要なる限流

特性を有すると共に、短絡電流に

対して速やかに遮断する
２.漏電遮断器

　　１）準拠規格

　　　　        JIS C 8201-2-2

　　２）フレーム値


　　　　図面又は特記仕様による

３）遮断容量


        当該回路に必要な容量

４）定格感度電流


30ｍA以上

５）漏電引外し動作時間

　　　　0.1秒

６）付加機能


        端子カバー付

　　７）その他



過負荷電流に対しては必要なる限流

特性を有すると共に、短絡電流に

対して速やかに遮断する
３.サーキットプロテクタ
　　１）準拠規格


        JIS C 8201-2-2
　　２）フレーム値　　　
　　　　　　　　図面又は特記仕様による
３）遮断容量


　　　　当該回路に必要な容量
４）付加機能


        端子カバー付

５）その他
                        過負荷電流に対しては必要なる限流

特性を有すると共に、短絡電流に

対して速やかに遮断する
４.補助継電器

　　１）準拠規格


　　　　JIS C 4504-1、JEM-1038

　　２）定格電圧


　　　　AC100V・AC200V・DC24V

３）動作及び復帰時間

　　　　20ms以内
(但し直流用の復帰時間は50ms以内)
４）耐久性



機械的500万回以上





電気的50万回以上

５）取付方式

　　　　　　　　ソケット取付
(ラッチリレー等特殊なものは除く)
６）付加機能

　　　　　　　　動作表示付
（ラッチリレー等特殊なものは除く）
５.制御用スイッチ
　　１）準拠規格


        JEM-1137、JIS C 8201、0447、0448

　　２）仕様

(1)ねん回形

　　　　　　　　他力接触式(スプリングには耐錆性
の材質を使用する)



モード操作用スイッチはノンブレーク接点とする

(2)押ボタン形
　　　　　　　　モーメンタリー形

(3)プル形

　　　　　　　　非常停止専用で赤色とする

第３章  特記仕様

第１節　機器設備
１．機器設備
１）盤設備



     　　　　 1式
２）計装機器設備　

　　　　      　　　　1式
　　３）クラウド監視設備（設置準備のみ）　

　　　1式
　　４）次亜注入設備　



　　　1式
　
２．機器仕様

１）盤設備

　　
　 (1)概要
本設備は、低圧電灯電源の受電やクラウド監視装置（スペースのみ）・計装機器設備の機器を収納し、配水池全体の制御を行うものである。
　　　 (2)通信計装盤
　　　　 (ｱ)数量



1面


　 　(ｲ)形式



屋内自立閉鎖型
　　　　　　 (ｳ)材質　



鋼板製

　 　(ｴ)サイズ



設計図を参照し承諾図により決定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※参考：W1000×H1950×D800）

　　 (ｵ)盤面取付機器

　　　　　　　 (a)広角指示計　　　　　　 　　　　　 5台
(b)集合表示灯　　　　　　　　　　　　1式
(c)押し釦スイッチ　　　　　　　　　　2ケ
(d)主銘板、その他必要な物　　　　　　１式
(ｶ)盤内取付機器
(a)配線用遮断器2P50AF　　　  　　　　4ケ
(b)配線用遮断器2P30AF　　 　   　　　4ケ
(c)サーキットプロテクタ2P3A　 　　　 6ケ
(d)電灯電源用アレスタ         　　　 1ケ
(e)断路端子台　　　　　　　　　　　　 1ケ
(f)スペースヒータ　　　　 　　　　　  1ケ
(g)補助リレー・タイマ類　 　　　　　　1式
  　　　　　　　(h)フロートなしリレー　　　　 　　　　2ケ
(i)計装電源用アレスタ              　１台
(j)ディストリビュータ　　　　　　　　 1台
(k)警報設定器　　　　　　　　　　　　    2台
(l)アイソレータ　　　　　　　　　　　　　4台
(m)分流器　　　　　　　　　　　　　　　　5ケ
(n)クラウド監視装置（取付スペース）　　　1式
(o)挿入型超音波流量計変換器3台　　　　　1式
　　　　　　　　(p)保守用コンセント・盤内照明　　　　 　 1式
　　　　　　　　(q)ヒューズ　　　　　　　　　　　　　    1式
  　　　　　　　(r)端子台・配線材・その他必要な物　　 　 1式

 (3)引込開閉器盤
　　　　 (ｱ)数量


1面


　 　(ｲ)形式


屋外壁掛型
　　　　　　 (ｳ)材質　


SUS

　 　(ｴ)サイズ


設計図を参照し承諾図により決定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※参考：W300×H830×D200）

　　 (ｵ)盤面取付機器

　　　　　　　　 (a)点検窓　　　　　　　　
 　　 　  1ケ
　　　　　　　 　(b)主銘板、その他必要な物 　　　　　　   1式
　　　　　　 (ｶ)盤内取付機器

　　　　　　　　  (a)取引用電力量計（取付スペース）　　    1ケ
(b)リミッタ（取付スペース）      　　　  1ケ
(c)漏電遮断器　2P50AF

  　      1ケ
　　　　　　　　 (d)端子台・配線材・その他必要な物　 　   1式
(4)既設情報伝送装置盤の機能増設と移設

　　　　 (ｱ)数量



1面


　 　(ｲ)形式



屋内自立閉鎖型
　　　　　　 (ｳ)材質　



鋼板製


　 　(ｴ)サイズ



W850×H1950×D650

　　 (ｵ)機能増設内容
　　　　　　　　 (a)現在内部で処理している配水池水位及び配水流量信号を、外部から
　　　　　　　　　の受入とするように機能増設する。
　　　　　　 (ｶ)移設内容

　　　　　　　　 (a)既設配水池監視室から新設操作室までの移設を行う。
(5)無停電電源装置

　　　　 (ｱ)運転方式


常時インバータ給電方式


　 　(ｲ)交流入力

　　　　1φAC100V

　　　　　　 (ｳ)交流出力


1φAC100V

　 　(ｴ)容量



1.5 kVA

　　 (ｵ)冷却方式


強制空冷
　　　　　　 (ｶ)付属品　　　　　　　　　　　　　増設ユニット
２）計装機器
(1)概要
本設備は、流入流量・配水流量・配水池水位及び残留塩素を計測し、各
種指示・制御を行うものである。
(2)挿入型超音波流量計
　　　　　　(ｱ)形式　　　　　　　　　　　　　コントローラ部・センサ部分離式
(ｲ)仕様
　　　　　　　(a)口径　　　　　　　　　　　　蟹沢第1,2水源流入流量計75A

上田配水流量計  200A
    　　　　　(b)測定方式　　　　　　　　　　トランジットタイム方式又は同等品
　　　　　　　(c)センサ取付方式　　　　　　　管路直接挿入式
　　　　　　　(d)測定流体　　　　　　　　　　浄水
　　　　　　　(e)測定流速範囲　　　　　　　　±20.000 m/sec
(f)出力信号　　　　　　　　　　DC4～20mA他
(g)精度　　　　　　　　　　　　±0.6％（流速0.3m/sec以上）
(h)測定スパン　　　　　　　　　協議により決定
(ｳ)数量
(a)口径75A

   　 2台
(b)口径200A　　　　　　　　　 1台
(3)投込式水位計
　　　　　 (ｱ)測定方式　　　　　　　　　 　  水圧検知式又はシリコン振動式
(ｲ)測定水　　　　　　　　　　  　 浄水
(ｳ)測定水槽　　　　　　　　　　　 RC水槽

(ｴ)測定スパン　　　　　　　　　　 0～4 m

(ｵ)出力信号　　　　　　　　　　　 DC4～20mA

(ｶ)取付方式　　　　　　　 　　　　  水中吊下げ又はスタンドによる水底設
　　　　　　　　　　　　　　　　　  置
(ｷ)使用環境　　　　　　　　　　 　  -5～+40℃(凍結しないこと) 
(ｸ)数量　　　　　　　　　　　　 　 １台
(4)ディストリビュータ
　　　　　(ｱ)仕様　　　　　　　　　　　　　 アナログ型2線式伝送器用変換器
(ｲ)形式　　　　　　　　　　　　   プラグイン型
(ｳ)入力信号　　　　　　　　　　   DC4～20mA
(ｴ)出力信号　　　　　　　　　　   DC4～20mA

(ｵ)アイソレーション　　　　　　   入力-出力-電源間

(ｶ)基準精度　　　　　　　 　　　    ±0.1％
(ｷ)応答時間　　　　　　　 　　　    0.5s以下
(ｸ)使用温度　　　　　　　 　　　    -5～+60℃
(ｹ)使用湿度　　　　　　　           30～90％（結露しないこと）
(ｺ)数量　　　　　　　　　　　　　   １台
(5)警報設定器
　　　　　(ｱ)設定方式　　　　　　　　　　 　　前面キー又はロータリスイッチによる
(ｲ)形式　　　　　　　 　　　　　　　プラグイン型
(ｳ)入力信号　　　　　　　　　　　　DC1～5V
(ｴ)出力信号　　　　　　　　　　 　　c接点2点
(ｵ)設定精度　　　　　　　 　　　　　　±(0.1％ of FS+1digit)
(ｶ)応答時間　　　　　　　 　　　　 　　0.5s以下
(ｷ)使用温度　　　　　　　　　　　  　　-5～+55℃
(ｸ)使用湿度　　　　　　　        　　30～90％（結露しないこと）
(ｹ)数量　　　　　　　　　　　　　　　2台
(6)アイソレータ
　　　　　(ｱ)形式　　　　　　　　　　　　 プラグイン型
(ｲ)入力信号　　　　　　　　　　 DC1～5V
(ｳ)出力信号　　　　　　　　　 　DC1～5V又はDC4～20mA
(ｴ)アイソレーション　　　　　　 入力-出力-電源間
(ｵ)基準精度　　　　　　　 　　　 ±0.1％
(ｶ)応答時間　　　　　　　　　　　 0.5s以下
(ｷ)使用温度　　　　　　　 　　　　-5～+60℃
(ｸ)使用湿度　　　　　　　        30～90％（結露しないこと）
(ｹ)数量　　　　　　　　　　　　　4台
(7)広角指示計
　　　　　(ｱ)動作原理　　　　　　　　　　 可動コイル型
(ｲ)入力信号　　　　　　　　　　 DC4～20mA
(ｳ)階級　　　　　　　 　　　　　 1.5 
(ｴ)サイズ　　　　　　　 　　　　 110×110
(ｵ)取付　　　　　　　　　　　　　盤面取付
(ｶ)数量　　　　　　　　　　　　　5台
(8)分流器
　　　　　(ｱ)形式　　　　　　　　　　　　端子台型
(ｲ) 抵抗値　　　　　　　　　　 250Ω
(ｳ)数量　　　　　　　　　　　　5ケ
(9)電源用アレスタ
　　　　　(ｱ)形式　　　　　　　　　　　　高耐量型
(ｲ)使用電源電圧　　　　　　　　AC100V
(ｳ)最大使用電圧　　　　　　　　190V
(ｴ)電圧防護レベル　　　　 　　　350V以下
(ｵ)応答時間　　　　　　　　　　 0.01μs以下
(ｶ)放電耐量　　　　　　　 　　　 10000A(8/20μs)
(ｷ)最大負荷電流　　　　　 　　　 10A

(ｸ)数量　　　　　　　　　　　　　１台
３）次亜注入設備
(1)概要
本設備は、新設上田配水池の次亜注入設備の設置を目的とするものとする。また、注入ポンプは無注入の危険性をなくす為、ガスロック防止機構を有したバルブレス式液中ピストンポンプとする。
(2)次亜注入ポンプ
型　　式：バルブレス式液中ピストンポンプ
（下死点停止機構付）
制御方法：アナログ比例型オートインターバル方式
電　　源：単相AC100V　50Hz　25W
吐出量：0.017～3.5 ml/min
吐出圧：最大1.0MPa
入力信号：アナログ入力(DC 4–20mA)　入力抵抗250Ω
無電圧a接点(接点定格　DC12V、10mA以上)
出力信号：警報出力　　オープンコレクタDC24V以下
　　　　　　　　　　　最大負荷電流50mA
　　　　　パルス出力　オープンコレクタDC24V以下
　　　　　　最大負荷電流50mA

構　　成：本体　1台(貯留槽据付)
コントロールユニット　1台(盤内収納)
無注入検出器光センサー発信器（ポンプフロートサイト取付）　1台
検出器受信部（盤内収納）1台

台　　数：2台

(2)次亜貯留槽
型　　式：角形密閉槽

容　　量：200L

寸　　法：700W×600D×600H程度

材　　質：PVC製

内容物　　　　：次亜塩素酸ナトリウム溶液　(濃度12%　比重1.15)

構　　成：本体　1槽

　　　　　配管ノズル(ドレン、排気)　　一式

　　　　　次亜注入ポンプ取付座　　　　2箇所

　　　　　液位計取付座　　　　　　　　1個所

　　　　　点検口　　　　　　　　　　  1個所

台　　数：1槽
(3)防液槽
型　　式：PVC製防液槽

材　　質：PVC、前面透明板 

寸　　法：1,000W×900D×250H程度

台　　数：1槽
(4)次亜貯留槽液位計
型　　式：チタン電極式液位計

構　　成：2接点（L,LL） 

台　　数：1台
(5)次亜注入設備現場制御盤
形　　式：屋内自立閉鎖形

寸　　法：800W×600D×2100H程度

盤面機器：銘板　　　　　　　　　　　　　　　1式

　　　　　次亜注入量コントローラ　　　　　　1台

　　　　　次亜注入ポンプ制御ユニット　　　　2台

　　　　　無注入検出器受信器　　　　　　　　2台

　　　　　集合表示灯　　　　　　　　　　　　1式

　　　　　選択スイッチ　　　　　　　　　　　1式

　　　　　操作スイッチ　　　　　　　　　　　1式

　　　　　押釦スイッチ　　　　　　　　　　　1式

　　　　　その他必要なもの　　　　　　　　　1式

盤内機器：漏電遮断器　　　　　　　　　　　　3台

　　　　　配線用遮断器　　　　　　　　　　　5台

　　　　　電磁開閉器類　　　　　　　　　　　1台

　　　　　継電器類　　　　　　　　　　　　　1式

　　　　　避雷器　　　　　　　　　　　　　　1台

　　　　　電源ユニット　　　　　　　　　　　1台

　　　　　シーケンサ　　　　　　　　　　　　1式

　　　　　タッチパネル　　　　　　　　　　　1台

　　　　　その他必要なもの　　　　　　　　　1式

塗 装 色：5Y7/1(JEM-1135準拠)

材　　質：鋼板製　板厚は下記による

　　　　　扉および機器収納部　　　　　　　　　　　2.3mm以上

　　　　　底板　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.3mm以上

　　　　　側面、天井等で荷重のかからない部分　　　1.6mm以上

　　台　　数：１面
(6)残塩計
型　　式：無試薬式遊離塩素計 

構　　造：屋内設置型

測定方式：偏心回転微小電極によるポーラログラフ法

測定範囲：0～1mg/L

測定水量：1～3L/min(0.05～0.5MPa)

電　　源：単相AC100V　50Hz

接続口径：試料水入口　16A

　　　　　排水口　　　25A

出力信号：DC4～20mA（絶縁型）負荷抵抗600Ω以下

材　　質：変換器　アルミダイカスト

　　　　　検出部　アルミプレート

台　　数：1台
(7)定水位槽
形　　式：右給水型定水位槽

主要材質：PVC、HIVP

接続口径：給水口　16A　20A

　　　　　排水口　16A　20A
(8)サンプリングポンプ
型　　式：浅井戸用インバータポンプ

電　　源：単相AC100V　50Hz　150W

全 揚 程：24m

接続口径：20A

台　　数：1台
第２節　工事
１．工事内容
１）商用電灯電源の受電及び引込工事　　 １式
２）計装機器設置工事　　　　　　　　　 １式
３）次亜注入設備制御盤への配線工事　　 １式
４）照明配線工事　　　　　　　　　　　 １式
５）接地工事　　　　　　　　　　　　　 １式
６）その他、上記に付随する工事　　　　 １式
　　２．材料
１）ケーブル・電線及び付属品
　　(1)ケーブル・電線の種類

　　　　ケーブル・電線は、原則としてJIS及びJCS製品とし、下記による。

　　　(ｱ)低圧ケーブルは、公称断面積2.0 mm2以上の架橋ポリエチレン絶縁耐燃
性ポリエチレンシースケーブル(EM-CE)を使用する。

　　　(ｲ)制御用ケーブルは、原則として公称断面積1.25 mm2以上の制御用ポリ
エチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル(EM-CEE)を使用する。

　　　(ｳ)計装ケーブルは、専用ケーブル若しくはコネクタ付多心ケーブルを使用する場合を除き、公称断面積1.25 mm2以上の遮蔽付制御用ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル(EM-CEE-S)を使用する。

２）端末処理材

　　　ケーブルの端末処理材は、原則としてJCAA製品とする。

３）圧着端子

　　　圧着端子類はJIS製品とする。

４）その他の付属品は、原則としてJIS製品とする。

５）電線・ケーブル保護材

　　(1)配管及び付属品

　　　　材料の名称及び規格は下記による。

　　　　(ｱ)金属製可とう電線管　    JIS C 8309

        (ｲ)合成樹脂製可とう電線管　JIS C 8411

        (ｳ)硬質塩化ビニル電線管　　JIS C 8430

　　　　(ｴ)波付硬質合成樹脂管　　　JIS K 6720

　　(2)付属品は配管に適合したものとする。

６）プルボックス

　　　構造は下記による。

　　(1)屋内に取付けるプルボックスは合成樹脂製とし、本体と蓋との間には吸湿性が少なく、かつ劣化しにくいパッキンを設けるものとする。但し、強度を要する必要がある場合は監督職員と協議し、下記の鋼製又はステンレス製とする。
　　(2)屋外に取付けるプルボックスは鋼製又はステンレス製とし、本体と蓋との間には吸湿性が少なく、かつ劣化しにくいパッキンを設けた防水型とする。又、屋外の腐食進行の著しい場所（屋外引込柱は除く）は、合成樹脂製で防水型とする。

　　(3)蓋のネジはステンレス製とする。

　　(4)鋼板製又はステンレス製プルボックスは、下記による。

　　　　(ｱ)鋼板製プルボックスの板厚は1.6 mm以上とし、ステンレス製プルボックスの板厚は 1.2 mm以上とする。
　　　　(ｲ)長辺が 600 mmを超えるものには、一組以上の電線支持物の受金物を設ける。

７）接地材料

　　(1)接地銅板はJIS H 3100を使用し、リード線接続は銅ろう付又は黄銅ろう付とする。

　　　　(2)接地棒は銅被鋼棒のφ14-L=1,500のリード端子付きを使用すること。
　　　　(3)表示板は黄銅製又はステンレス製とし、文字及び数字は刻印又はペンキ書
き等長期に消えないもので行うこと。
８）配線器具・照明器具

　　(1)材料の名称及び規格は下記による。

　　　　(ｱ)コンセント（配線用差込接続器）　    JIS C 8303

        (ｲ)照明器具　　　　　　　　　　　　    JIS C 8105

        　　但し、施設用蛍光灯器具は　    JIS C 8106
                  公共施設用照明器具は　　JIL 5004

　　　　９）架空線支持材

　　　　　　(1)電柱の規格は、各電力会社の仕様による。

　　　　　　(2)装柱材料は、原則として金物類は亜鉛メッキ鋼材を使用する。なお、腕金

　　　　　　　等装柱材料は、各電力会社の仕様による。

　　(3)碍子類の名称及び規格は、下記による。
　　　　(ｱ)玉碍子　　　　　　JIS C 3832

３．施工
１）配電盤の据付
　　(1)自立型配電盤の据付
　　　　(ｱ)コンクリート基礎に据え付ける盤類は、コンクリートの養生を十分に
　　　　　行った後、堅固に据え付けること。
　　　　　　(ｲ)屋外地上に盤類を据え付ける場合は、地盤に応じた基礎構造とし、コ

　　　　　　　ンクリート部分は地上から原則として10cmの基礎とする。
　　　　　　(ｳ)電気室・自家発電気室及び監視室等以外でのコンクリート床面に盤等

　　　　　　　を据え付ける場合は、床面から原則として10cmの基礎とする。

　　　　　　(ｴ)室内に据え付ける場合（コンクリート上据付）

　　　　　　　　(a)列盤になるものは各盤の前面扉を一直線に揃えること。

　　　　　　　　(b)チャンネルベース又は架台付（溶接）チャンネルベースは、耐震

を考慮したアンカーボルトで固定すること。
　　　　　　　　    (c)レベル調整でやむをえずライナー等を使用する場合は、外面から見えないようにすること。

　　　　　　　　　  (d)チャンネルベースと盤本体はボルトにより固定し、チェックマークを施すこと。

　　２）計装機器の据付

　　(1)計装機器の据付

　　　　(ｱ)検出器と発信器・変換器相互の接続は、極力短い距離で行うこと。

又、これらの機器には合成樹脂製又はファイバ製の機器名称札を取

りつけること。

　　　　　　　　(ｲ)機器は機械的振動を受ける場所に据え付けてはならない。やむをえ
　　　　　　　　　ず取り付ける場合は、防振処置を行うこと。
　　　　　　　　(ｳ)機器を高温の雰囲気や放射熱を受ける場所に取付ける場合は、遮熱板

　　　　　　　　　や断熱材等を用いて防護すること。

　　　　　　(ｴ)寒冷地区に据え付ける場合は、凍結等により機器に支障をきたす恐れ

　　　　　　　のある場合は、電熱ヒータや保温材等を用いて防護すること。
　　　　　　(ｵ)検出端と発信器は、機器に応じた正しい位置関係を保って据え付ける

　　　　　　　こと。

　　　　　　(ｶ)据付に際しては機器本体に溶接・切断等の加工を行ってはならない。

　　　　　　(ｷ)電磁流量計等配管途中に挿入する機器は、配管の応力がかからないよ

うに据え付けること。又、フランジの締め付けは均等に行うこと。

　　　　　　　　(ｸ)現場指示計付発信器又は変換器は、指示面が視認しやすいように据付

　　　　　　　　　けること。

　　　　　　　　(ｹ)手動弁には、常時開又は常時閉の合成樹脂表示札を取り付けること。

３）屋内配線

　　(1)ケーブル工事

　　　　(ｱ)ケーブル布設

(a)ケーブルを曲げる場合は被覆が傷まないように行い、その屈曲半径（内側半径とする）は低圧ケーブルで単芯の場合８倍以上、多心の場合は６倍以上とする。

　　　　　　　　　　(b)管内配線
　　①通線する際には潤滑材として絶縁被覆をおかすものを使用し

　　　てはならない。

　　②通線は直前に管内を清掃し、ケーブル等の被覆を損傷しないように養生しながら行うこと。

　③埋込配管の通線時期は、なるべく天井・壁の仕上げ塗りが乾

　　燥してから行い、汚れないように養生しながら行うこと。
(c)ダクト内配線
①ダクト内で電線を接続してはならない。
②ダクトの蓋にはケーブル等の荷重がかからないようにするこ

と。

　　　　　　　　　　　　③ダクト内のケーブル等は各回線毎にひとまとめとし、電線支

　　持物の上に整然と布設し、原則として水平部で3m以下、垂直
　　　　　　　　　　　　　部で1.5m毎に緊縛すること。

(ｲ)端末処理等及び導電部の接続等
(a)公称断面積 60 mm2以上の低圧ケーブルの端末処理は、規格材料
を用いて行うこと。又、60 mm2未満の低圧ケーブルは、自己融着
テープ及び電気絶縁用ビニルテープ等を用いてケーブルの絶縁物
及びシースと同等以上の効力を有する絶縁処理を行うこと。なお、
機器類側の接続端子等の条件から、規格の端末処理材を使用する
ことが困難な場合は、監督職員の承諾を得て他の方法で行うこと
が出来る。
(b)ケーブル端末にはケーブルの仕様・太さ・負荷名称等を入力した

　ラベルを貼りつけること。なお、幹線ケーブルの端末には合成樹

　脂製又はファイバ製の名札を付けて行き先を表示すること。

(c)制御ケーブルは、電気絶縁用ビニルテープ等を用いて端末処理を行うこと。

(d)機器類の各端子へのつなぎ込みは、原則として丸型の圧着端子で

　行うこと。

(e)低圧動力ケーブルの各芯線は、相色別を行うこと。

(f)制御ケーブルの各芯線は、端子番号と同じマークを刻印したマー
　クバンド又はチューブを取り付けること。

(g)配電盤に引き込むケーブルは、適切な支持物に堅固に固定し、接

続部に過大な応力がかからないようにすること。

　　　　　　　　　　(h)配電盤はケーブル引き込み後開口部をパテ等で塞ぎ、防湿・防虫
処理を行うこと。

(i)盤内ではケーブルの施工上必要なものを除き、余長をとらないこ

　と。

(j)ケーブルの直接接続は原則として行ってはならない。但し、や

むをえない場合は監督職員の承諾を得てから行うこと。

　　　　　　　　　(ｳ)電路とその他のものとの離隔

　　　　　　　　　　(a)低圧ケーブルを収納した電路は、弱電流電線等と接触しないよう
に施工すること。

　　　　　　　　　　(b)低圧ケーブルと弱電流電線を同一金属ダクト・ケーブルピットに
収納して配線する時は隔壁を設けること。
但し、弱電流電線にC種接地工事を施した金属製の電気遮蔽層を
有するケーブルを使用する場合は、この限りではない。

　　　　　　　　　　(c)ケーブルを堅牢な管に収めて布設する時でも、水管・ガス管等に
　　　　　　　　　　　接触してはならない。

　　　　　　　(2)合成樹脂管工事

　　　　(ｱ)いんぺい配管の布設は、金属管工事に準じる他下記によること。
(a)管の支持間隔は1.5m以下とする。
(b)コンクリート埋込みとなる合成樹脂製可とう電線管は1m以下の間隔で鉄筋に結束すること。
(c)管相互及び管とプルボックス等との接続点又は管端から0.3m以

下の箇所で固定すること。
　　　　　　　　　　(d)湿度変化による伸縮性を考慮して締め付けるものとし、直線部が10mを超える場合は適当な箇所に伸縮性カップリングを使用する。

　　　　　　　　　　(e)管を曲げる場合は、焼け焦げを生じないようにすること。
　　　　　　 (ｲ)露出配管は、金属管工事に準じる他下記によること。
(a)管を支持する金物は鋼製で、管数・管の配列及びこれを支持する箇所の状況に則したものとする。なお、屋外及び結露の恐れがある場所での支持金物はステンレス又は鋼製（溶融亜鉛メッキ）とする。

(b)管を支持する金物は、スラブその他の構造体に堅固に取り付けること。
(c)管は1.5m以下の間隔で支持すること。なお、支持金物はその小口で床上2.5m以下の部分まで保護キャップを取り付けること。
　　　　　　　　　　(d)管を構造物の伸縮部分を渡って施設する場合は、伸縮を考慮すること。
　　　　　　　　　　(e)原則として通路となる床面に配管してはならない。やむをえない場合は監督職員の承諾を得て、衝撃及び荷重を直接受けないように防護措置を施すこと。
　　　　　　　　　(ｳ)管と付属品の接続

　　　　　　　　　　(a)管と付属品は完全に接続すること。

(b)管相互の接続は、原則としてＴＳカップリングによって行うこと。なお、この場合はＴＳカップリング用の接着剤をむらなく塗布して完全に接続すること。但し、伸縮カップリング部分は片側ルーズ接続とすること。
(c)管とボックスとの接続は、原則としてハブ付ボックスによるか、又はコネクタを使用し、接着剤をむらなく塗布して完全に接続すること。
(3)金属製可とう電線管工事

(ｱ)管の布設

　　　　　　　　　 (a)金属製可とう電線管及び付属品相互は、機械的・電気的に完全に

連結すること。

　　　　　　　　　 (b)管の曲げ半径は管内径の6倍以上とし、管内の電線が容易に引

き替えることが出来るように布設すること。但し、やむをえない
場合は管内径の3倍以上とすることが出来る。

　　　　　　　　　 (c)ボックスとの接続は、コネクタを使用し堅固に取り付けること。

　　　　　　　　　 (d)金属製可とう電線管を他の金属管などと接続する場合は、適当な

　　　　　　　　　　　コネクタにより機械的・電気的に完全に連結すること。

　　　　　　　　　 (e)管の端口には電線の被覆を損傷しないようにブッシング又はコネ

クタなどを使用すること。

４）地中配線

　　(1)一般事項

　　　　(ｲ)本文による他、JIS C 3653に準拠すること。

　　　　(2)管路及びトラフ等の布設

(ｱ)管は不要な曲げ・蛇行等がないようにすること。

(ｲ)硬質塩化ビニル管及び波付硬質合成樹脂管を布設する場合は、掘削後

　在来土（良質で監督職員の承諾が必要）で埋戻しすること。

(ｳ)管路は車両その他の重量物の圧力に耐えられるよう布設するものと

　し、埋設深さは地表面（舗装がある時はその下面）から0.3m以上と
　する。
　　　　　(3)ケーブルの布設

　　　　　　　(ｱ)地中ケーブル相互の離隔
　　　　　　　　(a)の地中ケーブル相互の離隔は、相互に堅牢な耐火性の隔壁がある
　　　　　　　　　場合を除き、低圧ケーブル・制御ケーブル間は15cm以上とする。　　　　　　　　　

　　　　　　　　(b)地中ケーブルと地中弱電流電線とは、地中ケーブルが堅牢な不燃性

　　　　　　　　　又は自消性のある難燃性の管に収められる場合又は相互に堅牢な耐火

　　　　　　　　　質の隔壁がある場合を除き、低圧ケーブルで30cm以下に接近させては
ならない。

　　　　　　　(ｲ)要所では、ケーブルに余裕を持たせ地盤沈下等に備えること。又、支持
金物を使用して壁又は床面より離隔して布設すること。

　　　　　　　(ｳ)管内にケーブルを布設する場合は、引き入れに先立ち管内を清掃し、通

　　　　　　　　線を行うこと。

　　　　　　　(ｴ)ケーブルの引込口及び引出口から水が侵入しないように防水処理を行

　　　　　　　　うこと。

　　　　　　　(ｵ)ケーブルの屈曲半径は前記参照。

　　　　　　　(ｶ)ケーブルを建屋屋外側又は電柱に沿って立ち上げる場合は、地表上2.5m

　　　　　　　　の高さまで保護管に収め、端部には雨水侵入防止用カバー等を取り付け
　　　　　　　　ること。
(4)埋設位置の表示
　　　　　　　(ｱ)地中配線には埋設標識シート等を２倍長以上重ねあわせて、管と地表面

　　　　　　　　（舗装のある場合は舗装下面）のほぼ中間に布設すること。 

５）架空配線

　　(1)建柱

　　　(ｱ)電柱の根入れは全長15m以下の場合は1/6以上、15mを超える場合は
2.5m以上とする。

　　　　　(ｲ)根かせは電柱１本に１個使用し、その深さは地表面から30cm以上とす
　　　　　　る。但し、地盤が軟弱な場合及び耐震対策が必要な場合は、底板・抱き
根かせ・抱きねはじきの取付やコンクリート根巻き・支線の追加・地盤
改良等の措置を講じること。

　　　　　(ｳ)根かせは電線路の方向と平行に取り付けること。但し、引留め箇所は直

　　　　　　角に取付けること。

　　　　　(ｴ)コンクリート根かせは、径13mm以上の亜鉛メッキＵボルトで締め付け

　　　　　　ること。

　　　　　(ｵ)電柱には足場ボルトを設け、地上2.6ｍの箇所より、低圧架空線では最

　　　　　　下部電線の下方約1.2mの箇所まで順次柱の両側に交互に取付け、最上部
は2本取り付けること。
　　　(2)支線及び支柱の取付
(ｱ)支線及び支柱の取付は、低圧線より0.1m以上離隔させること。但し、
危険の恐れのないように設置する場合はこの限りではない。

　　　　　　　(ｲ)支線は安全率2.5以上とし、許容引張荷重4.31kN以上の太さの亜鉛メ

　　　　　　　　ッキ鋼より線等を使用すること。
　　　　　　　(ｳ)コンクリート柱に支線を取り付ける場合は、支線バンドを用いて取り付

けること。

　　　　　　　(ｴ)支線の基礎材はその引張荷重に十分耐えるように施設すること。支線下

　　　　　　　　部が腐食の恐れのあるものは、その地盤上下約0.3mの箇所に支線用テ－
プを巻付ける等適切な防食処理を施すこと。但し、支線棒を用いる場合
は除く。

　　　　　　　(ｵ)支線には玉がいしを取付け、その位置は支線が切断された場合でも地上
2.5m以上となる箇所とすること。

　　　　　　　(ｶ)支線には支線ガードを取付けること。
６）接地線の配線

　　(1)接地の施工

　　　　(ｱ)接地極間は相互の影響が極力小さくなるような間隔とし、接地極の埋

設位置は、監督職員の承諾を得た後に施工すること。

(ｲ)接地極はなるべく湿気の多い場所で、ガス・酸などの腐食の恐れのない場所を選び、接地極の上端が0.75m以上の深さに埋設すること。

(ｳ)接地線と接地する目的物及び接地極との接続は、電気的及び機械的に

堅牢に施工するものとし、極板は原則として地面に垂直に埋設する。

(ｴ)接地線は地下0.75mから地表2.5mまでの部分を合成樹脂管又はこれと同等以上の絶縁効力及び強さのあるもので覆うこと。
　　　　　　　　(ｵ)接地線は接地すべき機械器具から0.6m以内の部分・地中横走り部分及びピット内を除き電線管等に収めて損傷を防止すること。

　　　　　　　　(ｶ)接地線と被接地工作物・接地線相互の接続は、無ハンダ接続とする。

　　　　　　　　(ｷ)接地種別・接地抵抗・接地極の埋設位置・深さ・埋設年月を明示する
標柱又は表示板を接地極埋設場所近くの適切な場所に設けること。

　７）電灯設備

　　(1)機器の取付はその質量及び取付場所に応じた方法とし、質量の大きいも

　　　の及び取付方法が特殊なものは、あらかじめ取付詳細図を提出する。

　　　　(2)天井取付の機器は吊りボルト・ボルト等で支持し、平座金及びナットを用

いて取り付け、必要のある場合はねじ等により振れ止めを施す。
　　　　　　(3)質量の大きい照明器具・天井扇等は、スラブその他構造体に呼び径9mm

　　　　　　　以上の吊りボルト・ボルト等で取り付ける。

　　　　　　(4)壁取付の機器は、取付面との間に隙間が出来ないように取り付ける。

　　　　　　(5)防水機器は、取付場所及び機器の構造に適合した方法で取り付ける。

　　　　　　　なお、防水型コンセントは接地端子又は接地極付とし、湿気のある場所

には防浸型のものを、水気のある場所には防水型のものを取付ける。

　　　　　　(6)タンブラスイッチは、つまみを上側又は右側にした時閉路となるよう取り
付ける

　　　　　　(7)２極コンセントのうち、刃受け穴に長短のあるものにあっては、長い方

　　　　　　　を向かって左側に取付け、接地極側とする。

　　　　　　(8)コンセントのうち特殊なものは、プレートに電圧・用途名等の表示を取付
　　　　　　　けること。
４．検査・確認及び試験
１）検査及び確認
　　(1)工場検査等
　　　　(ｱ)請負者は指定する機器類の製作完了時には、監督職員による工場立会
　　　　　検査を受けなければならない。検査の内容は下記の通りとする。
　(a)承諾図書等に基づく仕様・性能等の確認

　(b)承諾図書等に基づく塗装・外形寸法等の確認

　(c)社内検査試験成績書に基づく仕様・性能等の確認

　　　　　　(ｲ)請負者は事前に工場立会検査申請書及び検査要領書を監督職員に提
　　　　　　　出し、承諾を得なければならない。
　　　　　　　　(ｳ)工場立会検査終了後遅滞なく指摘事項の処理報告書及び検査成績書

　　　　　　　　　を監督職員に提出すること。又、工事完成時には検査試験成績書を完
　　　　　　　　　成図書に含めて提出すること。

　　　　　　(ｴ)請負者は工場立会検査に必要な人員及び資機材の準備・写真・資料等

の準備に必要な費用を負担しなければならない。
２）機器材料搬入検査

　　(1)工事現場に搬入する機器及び主要材料は、監督職員の検査を受けること。

３）官庁検査等

(1)工事対象物が関係法令に基づき監督官庁の検査を行う必要があるものに

関しては、請負者の責任に於いて受験に協力する義務を負うものとする。

(2)受験に際しては事前に必要な資料を準備するとともに、その順序・方法・
人員配置及び分担について監督職員と十分な打合せを行うこと。

４）完成検査及び出来形検査

(1)検査は下記のように行う。

　　　　(ｱ)書類に基づく確認検査
　(a)設計図書・承諾図書及び工場検査試験成績書に基づく仕様・性能等の確認
　(b)現場試験成績書に基づく仕様・性能等の確認
　(c)完成図書の検査
　(d)工事日報及び工事写真の確認

　　　　　　(ｲ)現場に於ける検査
(a)外観・構造・寸法・数量・組立・据付・施工状態等の検査
(b)性能及び機能確認の検査

５）試験

(1)現場試験
　　　　(ｱ)現場試験は当該工事で施工された据付・加工・調整等の部分について

行う試験であり、単体調整と組合せ試験を行う。　
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